































2. 行為アイデンティティ理論 (Action Identification Theory)
(1) 行為アイデンティティ理論とは
Vallacher and Wegner (1985 ; 2012) の行為アイデンティティ理論では, 人
間の行為の意味は, 特定の行為に対してパターンを発見あるいは押し付ける
ことで構築されると主張される。このパターンは構築されたものだが, 一度
生み出されると, 現実を明確にし, 一貫した理解を生み出し, その後の思考
や行動の安定した出発点になるために維持されていくという。しかし, それ
らは構築物であるため, 人々や文脈によっては非常に大きく変化してしまう
















は, 様々な解釈ができうるのである (図 2 )。
このアイデンティティのレベルは相対的なので, 特定の行為に対するアイ
デンティティの高低は, 相対比較となる。例えば, 目的に見えるもの (例,
結婚する) は, 高レベルのアイデンティティからは手段 (例, 家族の出発点)
として解釈されうる。同時に, 微視的に見える行為アイデンティティ (例,











































れている (Baumeister and Heatherton 1996)。これらの要因は, タスクに関





果が低下することが示されている (Langer and Imber 1979 ; Kimble and





ル化されている (Vallacher and Wegner 1985)。上述の 3 つの原理は, 心と
行為の関連に対してダイナミックな相互作用を見せる。低レベルのアイデン
ティティは, 比較的不安定な状態であり, 本人の選好よりも必要性に応じて
選ばれる。低レベルへの移行 (原理 3 ) は, 高レベルのアイデンティティ













の行為の詳細 (低レベル) について理解し, その後にその行為の意味や目的
(高レベル) について再度考えることが必要となる。






























な何かではなく, 主観的な理解であるということである (Carnevare and
Fujita 2016)。













れと推測する傾向がある (Trope and Liberman 2010)。出来事に対する広範
なカテゴリーに焦点を当てることで, 個々の行動のより広い意味に対する感
受性が促進される。高レベルの解釈を行った場合, 人々は自分自身の広い価
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(１) 自己の傾向性とは, 自己の性向, 気質, 意向といった内面的な特性を指してい
る。
値観とより一貫した行動をとるようになることが示されている (Eyal,















how task)」がある。参加者にはある行動 (例, 良い成績をとる) を提示さ





に対して抽象的 (具体的) に考えることから始めた人々は, 他の関連のない




別の方法として, Fujita et al. (2006) の「カテゴリー／事例タスク (cate-
gory /exemplar task)」もある。このタスクでは, 参加者に日常的なもののリ
スト (例, 犬, 俳優) が示される。低レベル解釈の条件の人々には, これら
の対象に関する例 (例, プードル, トム・ハンクス) を挙げるよう求められ
る。一方高レベル解釈の条件の人々には, これらの対象を含むカテゴリー









傾向性 (努力や能力) に帰属させる (Frank and Gilovich 1989 ; Pronin and
Ross 2006)。
視点は, 人々が自己の行為を解釈するレベルにも影響する。当事者視点は,
具体的な解釈 (例, 私は話の落ちですべった) をもたらすが, 同じ行為に対




くことを促す (Trope and Liberman 2003)。
Libby et al. (2005) は, 視点の違いが出来事の解釈だけでなく, 出来事の
変化の解釈に対しても影響があるかどうかを検証している。人々が「変わり
たい」と思っている場合, 過去の自分と現在の自分の間に変化を見出したい




ベルで解釈された変化 (例, 私は敗北者だったが, 今はなくてはならない存
在だ) は, 自己の傾向性における変化を強調する。一方, 具体的なレベルで
解釈された相違は, 単に行為の変化のみに焦点を当てる傾向があるだろう
(例, 私は落ちをうまく言えなかったが, 今はそうではない)。







あるという感覚は, 現在の自己に対する好ましい見方を促進する (Ross and
Wilson 2002)。Libby et al. (2005) は, 第三者視点が, 人々が過去の自分と
の違いに焦点を当てた場合, 変化の知覚を促進し, 逆に過去と現在の類似性
に焦点を当てた場合, 連続性の知覚を促進することを示している。













































る (図 3 )。
このように, 全社的なパラダイム革新は意外にも小さな成功の連鎖から生


















また,「ポジティブな逸脱」に関する研究 (Pascale, Sternin and Sternin
2010) では, 社会や組織の問題解決においては, その原因を探るのではなく,
組織や社会の中ですでに起こっている解決の芽を探し, 広めていくことが重






要因による変化に抵抗する (Vallacher and Wegner 1985)。上述の変革プロ
セスが示唆するのは, これらの均衡点を変えるためには, 高次のアイデンティ
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表 1 ポジティブな逸脱の 4段階


























Rothman (2000) は, 開始期間から維持期間への移行期における焦点のシフ
トの失敗が, 維持段階における失敗の蔓延につながっていると述べている。























(Rothman 2000)。事実, ダイエットの研究では, 減量後の生活について過
度に楽天的な幻想を持つ女性は, そうでない女性よりも12か月のダイエット
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